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１ 調査の背景、目的等 

１．１ 調査の背景 

ネパール国は、第 10 次五カ年計画（2002～2007 年度）において、貧困削減を

最大の課題として捉え、それに向けた取組みの中で水資源開発を優先分野の一つ

として挙げ、電化率の向上と新規水力発電開発の数値目標を設定している。 

 電力公社では、増大する電力需要に対応して、計画的に水力発電所建設を行っ

てきており、今年度より運転開始のカリガンダキ（144ＭＷ）の後、2005 年運転

開始予定のミドルマルシャンディ（70ＭＷ）が建設中であるほか、IPP により４

ヶ所の発電所（計 45ＭＷ）建設が行われている。しかし、その後の開発計画には、

実施可能性の高いものがないため、調査・計画・設計・建設に要する期間を考慮

すると、現時点から新規計画の検討に着手することが不可欠な状況となっている。 

 一方、ネ国の発電設備の多くは、ピーク発電が出来ない流れ込み式である。今

後の電力需要の増大に応えるためには、年間調整型のピーク発電所の建設が不可

欠であるが、このタイプの発電所は、現状ではわが国援助によるクリカニ第一、

第二発電所のみである。 

アッパーセティ地点は、実施可能性のある唯一の貯水池方式水力発電計画であ

り、ネパール側の調査でも 100 箇所程度の候補地点のうち第 2 番目に有望なもの

としてあがっている。（第一有望地点は国立公園内のため断念） 

JICA は 2004 年 7 月にプロジェクト形成基礎調査団を派遣し、上記調査の背景

の詳細及び先方の調査に対する要求を確認するとともに、協議を実施したところ、

本件開発調査の有効性が確認された。 

そして、2004 年 9 月に本プロジェクトの追加採択がなされ、今般、予備調査団

を派遣することとなった。 

 

１．２ 調査目的 

本調査の目的は、アッパーセティ水力発電計画調査に係る調査範囲、内容、ス

ケジュール等の枠組みの詳細について、ネパール側関係機関と協議を行い、S/W

案の内容を決定するとともに、協力の必要性等を事前評価することである。 

 

１．３ 調査団構成 

総括／団長・・・・・ 村上 雄祐 JICA 経済開発部第二グループ電力チーム長 

電力技術協力・・・・ 足立 隼夫 海外電力調査会電力国際協力センター部長 

環境影響評価・・・・ 今井 千郎 JICA 国際協力専門員 

調査計画・・・・・・ 前原 充宏 JICA 経済開発部第二グループ電力チーム 

電力開発計画・・・・ 川野 泰  東京電力株式会社 

地質／地盤工学・・・ 徳楠 充宏 株式会社ニュージェック 
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１．４ 調査スケジュール 

調　査　行　程

1 9月30日 木 移動｛成田 18:40→ 23:10バンコク｝(JL727) (官団員、川野団員）
移動｛関空 22:45→ 01:45香港｝(CX2053)（徳楠団員）

2 10月1日 金 移動｛香港 　8:00→ 09:40バンコク｝(TG603)（徳楠団員）
移動｛バンコク 10:30→ 12:35カトマンズ｝(TG319)
15：00　JICA事務所表敬及び協議（村上団長、今井団員、前原団員）
15：00　NEA協議（足立団員、川野団員、徳楠団員）

3 10月2日 土 移動｛カトマンズ     →      ポカラ｝(BHA601)
現場調査（車による）（全団員）

4 10月3日 日 移動｛カトマンズ     →      ポカラ｝(BHA606)
団内打合せ

5 10月4日 月 10：00　NEA総裁表敬（全団員）
11：30　Ministry of Finance (MOF）表敬（村上団長、前原団員）
11：30　Ministry of Population and Environment (MOPE)表敬
（今井団員）
16：00　Ministry of Water Resources (MOWR)表敬
（村上団長、前原団員）
11：00－16：30　NEA協議（全団員）

6 10月5日 火  9：30－16：00　NEA協議（全団員）
16：00　M/M（S/W案を含む）署名（NEAにて）（全団員）

7 10月6日 水 環境調査会社、測量会社調査（今井団員、川野団員、徳楠団員）
16：00　JICA事務所報告（全団員）

8 10月7日 木  9：30　在ネパール日本大使館報告（全団員）
移動｛カトマンズ 13:40→ 18:10バンコク｝(TG320)（官団員）
移動｛バンコク22:15→成田｝(JL718)（官団員）
ローカルコンサルタント現状調査（コンサル団員）

9 10月8日 金 06:15成田着（官団員）
移動｛カトマンズ 13:40→ 18:10バンコク｝(TG320)（コンサル団員）
移動｛バンコク22:15→成田｝(JL718)（川野団員）
移動｛バンコク22:10→関空｝(SQ974)（徳楠団員）

10 10月9日 土 06:15成田着（川野団員）
05:55関空着（徳楠団員）

日　　付

 
 

１．５ 主要面談者 

・ NEA 

Dr. Janak Lal Karmacharya : Managing Dierctor 
Mr. Bhoj Raj Regmi : General Manager   
 

・ 在ネパール日本大使館 

冨田一等書記官 

 

・ JICA ネパール事務所 

吉浦所長、徳田担当、Mr. Sourab Rana 
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・ JICA 専門家 

尾崎専門家 
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２ 調査結果概要 

２．１ 調査結果のポイント 

調査結果のポイントは以下のとおりとなる。 
 

２．１．１ 序論 

アッパー・セティ水力発電計画調査については既に NEA 独自で F/S 調査を実施

済であり、NEA 側の JICA に対する要望は NEA の F/S 調査の不足分を補うアップ

グレーディング F/S の実施と借款を受けられるレベルの Bankable Document の作

成である。 
JICA は本年 7 月にプロジェクト形成基礎調査団を派遣し、本 F/S の必要性その

ものと、必要と認められた場合は環境社会配慮面を含め追加調査が必要な項目は何

かについて大筋確認済みである。本調査団はプロジェクト形成基礎調査団の結果を

踏まえ、アッパーセティ水力発電計画調査の調査範囲、内容、スケジュール等の枠

組みの詳細についてネパール電力公社（NEA）等の関係機関と協議を実施し、S/W
案の内容を決定し、その結果を議事録（M/M）に取りまとめ 10 月 5 日に署名交換

を行った。概要につき下記のとおり。 
 

２．１．２ 調査期間 

前回のプロジェクト形成基礎調査団において、NEA はアッパー・セティ水力発電

所の竣工を 2010／2011 年にすることを希望しており、仮に本 F/S を実施する際は

適正かつ可能な範囲でネパール側の希望を考慮した上で調査スケジュールを検討す

ること、また全体のプロジェクトスケジュールを短縮するためにも、本 F/S 開始前

に NEA 側で可能な調査（地質調査、堆砂量測定等の一部）を自ら実施することに

より本調査の効率的実施を実現することが確認されている。 
上記結果を踏まえ NEA 側と協議した結果、本 F/S の全体調査期間に関しては来

年 2 月から 2006 年 6 月までの 17 ヶ月間で合意した。（詳細別添 M/M 内の工程表

参照）  
ただし本 F/S を 17 ヶ月間という比較的短期間で完了するためには、本調査が開

始される前に NEA 側が必要な地形調査、地質調査、水文調査及び社会環境調査を

実施し、そこで得られたデータ等を日本からのコンサルタントチームに提供するこ

とが前提となるが、この点について NEA 側と合意し M/M にも明記した。 
特にボーリング調査（ボーリング本数 7 本、全長 730m、工事期間は 2004 年 11

月から 2005 年 5 月の乾季に実施）については、調査工程への影響が大きいと予想

されるため今後とも注視が必要と思われる。なお、本 F/S 開始後の追加調査につい

ては、JICA 側からの協力が必要になることも想定している。 
NEA 側による事前調査の進捗については、適宜 JICA ネパール事務所または NEA

へ派遣中の尾崎専門家によりフォローすることが望ましい。 
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２．１．３ 環境社会配慮 

（１）JICA 環境社会配慮ガイドラインの適用 
前回のプロジェクト形成基礎調査団で確認したとおり、本 F/S は JICA 環境社会

配慮ガイドライン上カテゴリ A に分類されることが濃厚であり、案件採択後は本ガ

イドラインの適用が必須となる。一方でネパール側は環境影響調査（EIA）を実施

済であり、その報告書は NEA から MOWR を経由して MOPE に提出されており、

今後 MOPE 内の委員会での審査を経て、本年末には EIA としての承認可否の結論

が出る見通しである。 
ネパール側の EIA が承認された後に JICA 環境社会配慮ガイドラインに沿った調

査が実施可能かどうかという点に関して再度 NEA 側に確認した結果、JICA 環境社

会配慮ガイドラインの本 F/S への適用について問題はなく、例えば本 F/S 開始後の

ステークホルダーミーティングの開催については NEA 側が主体となり JICA の協

力を得て実施することで合意し、その旨 M/M に記載した。 
 また新たに本 F/S に含めることとなった送電線計画については、ネパール側によ

り実施された上記 EIA には含まれておらず、今後新たに NEA 側が EIA を実施予定

とのことである。（EIA 承認までには 2 年半程度かかる見込み） 
本 F/S では 25,000 分の 1 の地図をベースとした送電線デザインを実施予定であ

るが、上記のとおり EIA 承認までには 2 年半程度かかる見込みであり、他の調査項

目とは異なり送電線に係る環境社会配慮に関しては 25,000 分の 1 の地図をベース

とした簡易環境社会配慮を実施することとなる。 
 
（２）環境社会配慮チェックリスト 
 案件要請時に必要となる環境社会配慮チェックリストに関しては、調査団より

NEA にリストを手渡し、必要事項を記入の上 JICA ネパール事務所へ提出するよう

要請し合意を得た。 
 本件については近日中に NEA から JICA ネパール事務所へリストの提出がある

と思われるが、状況に応じて事務所で適宜フォロー願いたい。 
 

２．１．４ 治安問題 

 ネパールにおいてはマオイストの活動が依然として活発であり、治安について注

意を払う必要がある状況が続いている。特に最近の傾向としてマオイストの活動が

地方からカトマンズに拡大しており、また外国援助に関しても、ドイツの援助によ

るミドルマルシャンディ水力発電所プロジェクトがマオイストによる妨害活動によ

りプロジェクトが中断しており、外国援助プロジェクトも必ずしもマオイストの対

象外という状況にはない。 
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上記状況を踏まえ、カトマンズ及びプロジェクトサイト近郊での長期調査を実施

予定の本 F/S についても、JICA ネパール事務所等を通じ治安に関する最新情報を

収集し、常に適切な処置を講じ調査を実施することが必須である。 
 

２．１．５ 予算 

 本 F/S に係る NEA の今年度予算（2004.7－2005.7）は、NEA に口頭で確認した

ところ約 20 百万ルピーとのことである。予算に関しては、本 F/S の現地調査が本

格化する来年 5 月以降の NEA 側予算確保が重要になってくるため、ネパールにお

ける来年度予算申請がなされる時期を勘案の上、NEA が適切に本 F/S のための予

算を確保するよう JICA ネパール事務所を中心に適宜フォローが必要と思われる。 
 

２．１．６ C/P 

 協議時間の関係から今回の調査団では C/P の人数、分野、名前等については特定

できなかったため、本 F/S 開始までに速やかに C/P を特定することで NEA と合意

した。C/P の確保に関しては、NEA が本 F/S をトッププライオリティープロジェク

トと位置づけているため大きな問題は生じないと考えられる。 
 

２．１．７ 今後のスケジュール 

 今回の調査結果を所定のフォームに沿い「事前評価調査報告書」としてとりまと

め、JICA 環境社会配慮審査室の提出、承認を得た上で事前評価表を作成し所定の

手続きを経て案件実施の決裁をとり（担当理事決裁または部長決裁）、S/W を正式

署名となる。なお事前評価表、S/W については JICA ホームページ上で情報公開さ

れることとなる。 
 

２．２ 技術的及び環境社会配慮関連調査結果 

２．２．１ 予備調査ミッションでの把握事項 

（１）ダムサイトおよび周辺の地質概要 

１）概論 

・ ダムサイトは、左右岸とも岩盤が全面に露出する急峻な狭窄部に計画されて

おり、ダム堤体積が最小となる経済性を重視した位置に計画されている。そ

の反面､ダム工事に必要な平坦面が少ない等の問題があり､ダムサイト周辺

地山を広く開削し作業スペースを確保することが予想される。 

２）ダム基礎岩盤の地耐力 

・ 河床部には 130ｍ級の重力式コンクリートダムの基礎岩盤として適した硬質

な岩盤が見られるが、その中に亀裂質な箇所や水圧荷重に対して弱面となる

低角度亀裂が存在している。 
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・ 現地踏査により､これらの地質的なリスクを十分に把握して､ダム基礎とし

ての安全性を確認しておくことが望ましい。  

・ また、河床から一瞥したところ急崖の上部標高では、岩盤が風化あるいは緩

んでいるように見受けられるため、ダムの着岩深さを確認するボーリング調

査が重要である。 

３）ダム基礎岩盤の透水性 

・ ダムサイトを構成する苦灰岩（dolomite）は、石灰岩のように酸性地下水に

より溶蝕されて開口割れ目や空洞を形成する傾向があり、また両岸の岩盤が

緩んでいることも考慮すると全般に高透水性を示すものと想定される。 

・ 貯水池からの漏水量を極力抑えるための止水対策工を検討するために孔内

透水試験による岩盤透水性や孔内で計測する地下水位のデータが重要とな

る。 

４）堤体材料 

・ 基礎岩盤の苦灰岩は、コンクリート骨材としての適用が可能であるが、斜面

が急峻であり運搬道路の確保や掘削後の長大法面の形成等の環境面でのマ

イナス面が生じる。一方で、ダム掘削ズリを再利用することも、量､仮置き

スペース及び工程上の制約で難しいと考える。 

・ 現時点で堤体材料の候補として考えられるのは、上流又は下流域に広く分布

する段丘堆積物（砂礫層）である。ダムサイトまでの距離が近い下流域で有

望な堤体材料候補地を選定し、基本的な材料試験を実施し基本物性を把握す

る必要がある。 

５）貯水池 

・ 貯水池の上流域においては、右岸を主体として段丘堆積物が広く分布してい

る。広い段丘平坦面は耕作地として利用され、家屋が点在していることが多

い。 

・ 段丘面の河川沿いには河川侵食による急崖（段丘崖）が形成されていること

が一般的である。これらの段丘崖の表層は貯水面の運用変動により浸水崩壊

する可能性があるため、河川沿いに立地し崩壊に対してクリアランスがない

区域については、浸水崩壊対策を講ずる必要がある。 

 

（２）発電所計画のための現地調査の必要性 

１）地質調査 

・ NEA は次回の乾季の終わりまでに（来年 5 月ごろ）までに自己資金にてダム

サイト周辺の地質調査をさらに６本程度実施する予定。 

・ 調査団より、NEA にて実施する上記地質調査（ボーリング）の位置について、

ダム軸の左右岸天端に 1 本ずつ、左右岸中標高に 1 本ずつ、河床部に３本の
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必要性を提案（合計 7 本）。 

・ また NEA が実施する上記地質調査を補完するため、さらに開発調査期間にて

追加的な地質調査の実施を提案（ダムサイト追加、発電所位置、取放水口位

置など）。 

２）地形調査 

・ ダムサイト付近・貯水池周辺の地形測量は NEA にて実施しており、今後もさ

らに NEA 自己資金にて整備をしていく方針。 

・ ただし、衛星画像や航空写真を利用したマップ作成などの特殊な技術を要す

る作業については、JICA にて実施していく方針。 

３）その他調査 

・ 堆砂量推定のための浮遊砂調査は NEA にて実施中。 

・ 水文データは、2000 年より新しく設置された測水所にてデータを集積中。 

・ 水質調査についても、NEA がサイト付近の 3 箇所で実施中。 

 

（３）連系送電線に関する把握事項 

１）既存スタディ 

・ 2004.7 に NEA により実施された調査では、概略設計（仕様、連系箇所、ル

ートの候補）まで行っているが、JICA 開発調査にてさらなる調査の必要性

を確認。 

２）環境影響評価 

・ 連系送電線は、ネパール国内の法律で EIA を実施する範疇となるが、今後、

設計および環境社会評価等が実施される。 

 

（４）環境・社会面に関する把握事項について 

１）EIA 手続き 

・ 既に NEA は EIA 調査を実施し、270 ページに及ぶ報告書（ただし送電線部分

を除く）を作成済み。基本調査、対策の基礎的検討、対策費用の見積作成等

を実施済み。 

・ この環境影響調査報告書は、現在、法に基づく EIA 手続きにかけられおり、

本年末頃には承認される予定。 

・ 従って、EIA 承認後に JICA の開発調査および JICA ガイドラインに基づく環

境社会配慮調査が開始される公算が大。 

・ 環境省との協議（Joint Secretary が対応)では、上記 EIA 承認の際に、将

来 JICA 開発調査から出される環境対策をプロジェクトに反映させる何らか

の方策を検討する必要があるとの由（近々非公式の関係機関担当者会議を開

催する由）。 
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２）ダムレイアウト・貯水池運用等による環境影響 

・ 今後開発調査の中で実施するダムのレイアウト、貯水池運用等の検討結果に

より、環境への影響が変化することから、対策内容の妥当性、効率性を総合

的に吟味することが必要。 

・ 従って、JICA の環境社会配慮調査は上記の弱点を補強し、対策の精緻化を

行なうことに主眼を置くことが肝要と思慮。 

３）水質調査の改善 

・ 現在サイト付近３個所で NEA が水質調査を実施中。ただし、栄養塩、有機物

(BOD)に関してはサンプル採取後速やかに分析を行なう体制をとる必要性あ

り。このためカトマンズの分析機関との連携を検討中。 

４）移転家族への補償等 

・ NEA の EIA 調査で移転対象 45 家族の意見、要望は既に調査済み。 

・ 今回ミッションにて移転対象となる１家族とインタビューを実施。 土地供

与か現金補償か、ポカラに行くか、付近に留まるか等未だ揺れ動いている様

子がうかがわれた。 

・ JICA 開発調査で Job Opportunity、供与可能な土地等の吟味が必要。 

５）移転対象家族数、埋没田畑面積等の吟味 

・ 貯水池の水位設定により移転対象家族、埋没田畑面積が相当変わる地形特性

あり。ダムのレイアウト検討の際にこの点を考慮した吟味が必要。 

 

２．２．２ 今回予備調査における主な合意事項 

（１） 技術面のポイント 

・ ダムサイト周辺における追加的な地形調査については NEA が実施する。ただ

し航空写真をベースとした貯水池周辺のマップ作成は JICA にて実施する。 

・ 調査団が提案した 7 本の地質調査について、現地の地形状況を考慮した上で

NEA が次の乾季の終わりまでに実施していく方向。 

・ 追加実施する地質調査については、調査工程の短縮を図るため、ダムサイト

については引き続き NEA が、発電所位置・取放水口位置は、ネパールの民間

会社に委託（JICA による再委託）する方針。 

・ 発電所に連系する送電線について、NEA が地形調査、環境調査等の基礎調査

を行い、JICA 開発調査では、これら基礎調査のレビューおよび F/S レベル

の設計を行う。 

 

（２） 環境･社会配慮面のポイント 

・ S/W にて、“JICA が行なう環境社会配慮調査の結果がプロジェクト実施プロ

セスの基礎として然るべく活用されなければならない”旨記載。これにより、
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先方 EIA が承認された後、プロジェクト実施の準備プロセス(例えば D/D 調

査、融資案件手続関係文書等）に JICA 開発調査の結果を組み入れることを

確保できると思料。 

・ ステークホールダーミーティングは、調査中に計 3 回実施する。NEA が主体

となり JICA の支援のもとで開催される。 

・ 貯水池内の富栄養化の可能性を検討し、必要に応じて追加の水質調査を実施

する。 

・ 衛星画像分析および既存情報をベースに流域全体の特性を把握し、地図化す

ることにより環境に影響を及ぼす要因・対策を総合的に検討する。 

・ ダムの設計・運用による環境への影響について分析を行う。 

・ 社会・文化面という観点からも影響評価を行う。 

・ 開発調査の進捗に応じて、住民移転に関する再評価を行う。また用地補償や

対策費についての見積もりを行う。 

・ 本事業計画の代替案および本事業の設計・運用による代替案に対して、社

会・環境影響への影響という観点でも評価を行う。 

・ 環境管理計画の枠組みを構築しコスト積算を行う。 

 

（３） NEA による実施事項 

・ 地質調査、地形測量、水文調査、水質調査等の基礎調査は原則 NEA が実施し、

これら情報を JICA 開発調査団に提供する。ただし、衛星画像・航空写真等

を利用した地図化および地質調査の一部については、JICA による再委託で

対応する。 

 

（４） 開発調査のスケジュール 

・ 2005 年 2 月より調査を開始し、17 ヶ月にて完了予定（2006 年 6 月予定）。 

 

２．２．３ 今後の留意点 

・ 開発調査では、NEA が自己資金で実施する調査結果（地質調査、地形測量、

水文調査、水質調査など）をベースとした設計を行うため、NEA の実施状況、

調査の品質について留意する必要がある。 

・ 今後の詳細な地形調査によって、補償対象者が増加する可能性もあるため、

NEA が実施する地形測量についても精度の確認をする必要がある。 

・ 本事業に接続する送電線について（ルート長：４３ｋｍ）、環境影響評価が

未実施であるため、NEA が実施する調査の進捗に留意が必要である。 
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２．３ 合意済み M/M（S/W 案を含む） 

 別添１参照 
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Supplementary Studies (2004.7)
Access Road 3.0km
Geology Dolomite
Hydrology
  Catchment Area 1,502km2
  Long-term Ave. Flow 138.73m3/s
  Ave. Min. Monthly Flow 17.21m3/s
  Design Discharge 141.0m3/s
Reservoir
  Full Supply Level 425.0m
  Min. Operating Level 370.5 m
  Total Storage Volume 331.7million m3
  Live Storage Volume 270.3million m3
  Area at Full Supply Level 7.69km2
  Draw Down 54.5 m
Dam
  Type of Dam Roller Compacted Concrete
  Dam Hight above Foundatio 136.0m
  Crest Elevation 429.0m
  Length of Crest 150.0m

３ 土木・地質面における調査結果 

３．１ 本事業の概要 
 NEA 内での最新の内部検討（Supplementary Studies 2004/7）では、以下のと

おりの事業概要および設備概要となっている。なお下記データはベースケースのも

のであり、NEA の代替案比較の中では発電所をダム内に設置する案についても検討

されており、そのケースでは発電所・水路・コスト等のデータは異なる（３．２．

２（２）にて後述）。 
 

表３．１ 事業概要および設備概要（ベースケース） 
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Supplementary Studies (2004.7)
Spillway
  Type  Ogee Shape with Dam
  Crest Level 407.3m
  Radial Gate 3-(W15.1 x H21.2m)
  Bottom Outlet 4-(W4.0 x H2.5m)
Main Intake
  Deck Level 429m
  Intake Tunnel 2 Tunnels (L94.2m x D6.7m)
Headrace Tunnel
  Shape Circular
  Type Concrete Lined
  Length and Diameter L 84.0m x D 8.0m
Drop Shaft
  Type Concrete Lined
  Hight and Diameter H 63.5m x D 8.0m
Powerhouse
  Type Underground
  Size (L x W x H) 55.8m x 18m x 38m
Turbine
  Type Vertical Axis Fransis
  Number of Units 2
  Max. Design Discharge 2 x 70.5m3/s
  Installed Capacity 122MW
Tailrace Tunnel
  Type D Shape
  Length and Diameter L 156.0m x D 9.0m
  Tail Water Level 308.2m
Transmission Line
  Voltage 220 kV
  Number of Circuit Double
  Length 43 km
Power 
  Max. Gross Head 116.75m
  Design Net Head (Max) 115.2m
  Design Net Head (Min) 60.7m
  Overall Efficeincy 0.86
Energy
  Annual Average Energy 605 GWh
  Dry Season Energy (11-5) 172 GWh
  Wet Season Energy (6-10) 433 GWh
Environmental Impact
  Relocation Houses 45 Houses
  Innundation of Firm Land 162 ha
  Innundation of Forestland 155ha
  Number of Affected People 2,054
Project Cost
  Total Cost 215.13 million US$

表３．２事業概要および設備概要（ベースケース） 
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３．２ 電力開発計画 
３．２．１ 調査範囲 

 NEA は、2001 年に F/S を完成し、2004 年 7 月には同スタディのアップデート

（Supplementary Studies）を実施している。ここでは JICA 本格調査での S/W 協

議にあたって協議のベースとなった、プロジェクト形成調査結果および NEA が実

施してきたアップデートスタディの概要について整理する。 
 

３．２．２ 調査結果 

（１）プロジェクト形成調査および関連情報の整理 
 本事業にかかるプロジェクト形成調査（以下、プロ形調査）のうち、電力開発計

画に関する結果と本調査で追加的に収集した関連情報をまとめる。 
１）年間計画サイクル 
 NEA では、需要想定、電源・系統計画等の設備形成にかかる計画・承認は、基本

的に毎年 1 回（2 月）に「Corporate Development Plan（CDP）」にとりまとめら

れる。この計画をもとに NEA の年度予算が構築され、7 月から始まる会計年度ご

とに予算が執行される。  
２）需要想定 
 需要想定結果は、プロ形調査時より見直しはなされていない。年間平均増加率は

8%と高い伸びが想定されている。想定手法は、各顧客タイプ別に GDP 弾性値、収

入弾性値等を設定し、電力量需要を想定した上で、Load Factor 52%（=年間電力量

需要/最大需要/8,760hr）より最大需要を計算している。需要想定結果は次ページの

とおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．１ 電力需要想定 
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出典：CDP FY2003/04-2007/08

３）電源計画 
電源計画についてもプロ形調査時と変更はない。NEA は、本事業を最優先とし早

期の完成（現在の計画上は 2010/11 年）を見込んでいるが、今後、開発調査の実施、

開発資金手当て、D/D、コントラクター入札、建設等を考えると早くても 2011/12
年以降となる見込みが高い。 

表３．３ 電源計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４）系統計画 
 NEA Corporate Development Plan (2004.2)に掲載されている送変電設備計画は

以下のとおりである。 
 
 
 
 
 
 

運転開始年 事業名 最大出力（MW) 現在の状況

04/05 Chaku Khola (IPP) 1.5 PPA締結済み

Rairang Khola (IPP) 0.45 PPA締結済み

05/06 Pheme (IPP) 0.95 PPA締結済み

Sunkoshi (IPP) 2.6 PPA締結済み

Lower Nyadi (IPP) 4.5 PPA締結済み

06/07 Middle Marsyangdi (NEA) 70 建設中（KfW)
Khudi (IPP) 3.5 PPA締結済み

Mailung (IPP) 5 PPA締結済み

Baramchi (IPP) 0.98 PPA締結済み

Lower Indrawati (IPP) 4.5 PPA締結済み

Upper Modi (IPP) 14 PPA締結済み

Mardi (IPP) 3.1 PPA締結済み

07/08 Madi I (IPP) 10 PPA締結済み

Daram Khola (IPP) 5 PPA締結済み

08/09 Kabeli A (IPP) 30 F/S完了。PDF活用見込み。

Lower Modi (IPP) 19
Chameyliya (NEA JV) 30 KoicaによりD/D完了。資金ソース検討中。

Upper Modi A (NEA JV) 42 F/S完了。資金ソース検討中。

09/10 Rahughat (IPP) 27
Upper Marsyangdi A (IPP) 50 F/S完了。

Budhi Ganga (IPP) 20
Hewa Khola (NEA JV) 10

10/11 Khimti 2 (NEA JV) 27
Likhu 4 (IPP) 44 F/S完了。

Upper Seti (NEA) 122
11/12 Upper Karnali (NEA JV) 45 WBによりF/S実施。

Upper Tamakoshi (NEA JV) 250 NorwayによりF/S実施中。

12/13 West Seti (IPP) 75 輸出用IPP。
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運転開始 事業名
03/04 132 kV Hetauda-Dhalkebar Second Circuit
04/05 K3 Substation
05/06 Butwal-Sunauli 132 kV T/L

Birgunj Corridor 132 kV T/L
Birgunj-Parwanipur 132 kV T/L
Reactive Compensation 1

06/07 Thankot-Bhaktapur 132 kV T/L
Khimti-Dhalkebar 132 kV T/L
Reactive Compensation 2

07/08 Dhalkebar-Bhittamod 132 kV T/L
Hetauda-Bardaghat 220 kV T/L
Reactive Compensation 3

08/09 Reactive Compensation 4
09/10 Middle Marsyangdi-Damauli 132 kV T/L

Reactive Compensation 5
10/11 Reactive Compensation 6

表３．４ 送変電設備計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

出典：CDP 

 
 NEA 系統計画担当者によれば、アッパーセティ地点を含むネパール西部の電源を

カトマンズに送電する基幹系統のうち、ボトルネックとなる Hetauda-Bardaghat
間の送電線を 07/08 年までに建設することを最優先事項として位置づけている。 
 
（２）NEA が実施したアップデートスタディの概要 
１）アップデートスタディの調査内容 
 2004 年 7 月に NEA が実施した Supplementary Studies は、2001 年 7 月に同じ

く NEA が実施した F/S をベースに下記の内容の調査・分析をしている。 
 

① 発電所/水路レイアウトを変更した場合の代替案比較 
② 最新の水文データによる分析と貯水池運用計画のレビュー 
③ 環境影響評価 
④ 連系送電線計画の見直し 
⑤ 仮設道路 
⑥ コスト積算および事業評価 

 
 ここでは上記 Supplementary Studies のうち S/W 協議に必要となったベース情

報として、①発電所/水路レイアウト代替案比較、④連系送電線計画の見直し、⑥コ

ストおよび事業性評価に関する概要を整理する。 
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２）発電所/水路レイアウト代替案比較 
 発電所および水路のレイアウトについては、2001 年に実施した F/S 時のレイア

ウトをベースケース（Option A）として、(i) 放水トンネルを延長し落差を稼ぐケ

ース(Option B)、(ii) 発電所をダム内部に設置するケース（Option C）、(iii) (i)と(ii)
を合成したケース（Option D）の３つの代替案比較を行っている。以下にベースケ

ースを含めた４つのレイアウト概要を示す（レイアウト図は別添２に添付する）。 
 

表３．５ 代替案比較表 
 レイアウトの概要 備考 
Option A (Toe Underground Powerhouse) 

最大出力：122MW 
年間発電量：605GWh 
発電所：ダムサイト横の地下部分  
水車位置：EL 301.5m 
放水口トンネル：156m 

2001 年に実施した F/S と

基本的に同様のレイアウ

ト。水文データのアップ

デートにより発電量は見

直されている。  

Option B (Toe Underground Powerhouse with Tailrace Tunnel) 
最大出力：144MW 
年間発電量：684GWh 
発電所：ダムサイト横の地下部分  
水車位置：EL 281.5m 
放水口トンネル：1,610m 

Option A に対し放水口

を遠距離まで敷設し落差

を稼いでいる。  

Option C (Powerhouse in Dam Body) 
最大出力：122MW 
年間発電量：605GWh 
発電所：ダム本体の内部  
水車位置：EL 301.5m 
放水口トンネル：なし  

Option A に対し出力、発

電量を変えず、発電所位

置を見直したもの。  

Option D (Powerhouse in Dam Body with Tailrace Tunnel) 
最大出力：144MW 
年間発電量：684GWh 
発電所：ダム本体の内部  
水車位置：EL 281.5m 
放水口トンネル：1,901m 

Option A に対し、Option 
B と Option C のアイデ

アを取り込んだもの。  

各 Option 
共通部分 

(ダム、貯水池および送電線計画) 
コンクリート重力式ダム：高さ 136m 
運用水位：EL 425m～EL 370m 
貯水池容量：332 million m3 

 (うち有効容量 270 million m3) 
連系送電線：220kV Double Circuit x 43km 

送電線計画に関しては

F/S（2001 年）より変更

されている。  

 

３）連系送電線計画の見直し 
 2001 年に実施した F/S では、発電所サイトから 4km 先の Damauli S/S まで

132kV 送電線（2 回線）で計画を行っていた。しかしながら NEA がさらに現地調

査を行った結果、①Damauli S/S に連系するための引き込みスペースの不足、②地

域の需要増加および新規変電所の建設による送電線の負荷増加することが判明した

ことから、送電計画を見直し、発電所から 43km 離れた既設 Bharatpur S/S サイト

に 220kV 送電線（2 回線）にて連系するのが最も経済的である分析している。 
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 また Bharatpur S/S までの送電ルートについては、現在 1/25,000 マップをベー

スに２つのルートで比較検討を行っている。同検討の中で推奨されているルートは、

途中から既設 132kV 送電線ルートと並行に設置されていくルートで、14.479 
million US$と見積もっている。 
４）コストおよび事業性評価 

NEA は各オプションについてコストおよび事業性について以下のとおり評価し

ている。 
表３．６ コストおよび事業性比較表 

 Option A Option B Option C Option D 
発電所位置 Underground Underground Dam Body Dam Body 
最大出力 122 MW 144 MW 122 MW 144MW 
年間発電量 605 GWh 684 GWh 605 GWh 684 GWh 
建設費 215.13 

million US$ 
247.97 

million US$ 
210.53 

million US$ 
253.83 

million US$ 
EIRR - 17.5% 20.0% - 
（参考） 
発電単価*1 

4.09 
cent/kWh 

4.17 
cent/kWh 

4.00 
cent/kWh 

4.27 
cent/kWh 

*1：年経費率 11.5%（割引率 8%、土木設備寿命 50 年、電気設備寿命 25 年、金利 10%、O&M は建設費の

1.5%とした場合）より年経費を計算し年間発電量で割ることで発電単価を試算。  

 
NEA は、４つの Option を比較した結果、Option C について経済的に有利とし

つつ、さらに地下発電所を建設するリスクがないという技術的アドバンテージもあ

るとしている。 
 Option C は発電所をダムの中に組み込むことでコストダウンを図っているが、ダ

ム内に設備を構築することで RCC 工法による作業効率性は薄れる可能性がある。

また貯水池内の堆砂を排出するためのゲートをダム内に設置する設計を採用した場

合にも発電所との取り合いの問題がでてくる可能性がある。これら代替案について

は本格調査の中でさらにレビューされる予定である。 
 
３．３ 地質／地盤工学 
３．３．１ 調査範囲 
（１）既往地質資料のレビュー 

NEA が実施した 2001 年度の F/S と 2004 年 7 月の同スタディアップデート

（Supplementary Studies）およびその他一般地質図書をもとにプロジェクトエリ

アの地質データについて概要する。参考とした既往地質資料を以下に記す。 
・ Feasibility study Upper Seti Storage Hydroelectric Project Main Report 

Volume 1 & Executive Summary (NEA, July 2001) 

・ Feasibility study Upper Seti Storage Hydroelectric Project Geology and 

Geotechnical Study VolumeⅡ- Appendix C (NEA, July 2001) 
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・ Supplementary Study (Upgrading Feasibility study) Upper Seti Storage 

Hydroelectric Project Main Chapter Four Field Investigation (NEA, July 

2004) 

・ Upper Seti Storage Hydroelectric Project (Additional Field 

Investigation) Core Drilling Report (Hole №3) (NEA, July 2004) 

・ Upper Seti Storage Hydroelectric Project (Additional Field 

Investigation) Geological Mapping of Reservoir Area and Additional Core 

Drilling ) (NEA, June 2004) 

・ Geological Map of Nepal (Kathmandu, 1994) 

 
（２）現地調査 

JICA 本格調査での S/W 協議にあたって、ボーリング調査等の地質調査計画を作

成するためのベースとなった 2004 年 10 月 2 日の現地調査結果についてまとめる。 
 
３．３．２ 調査結果 
（１）既往地質資料のレビュー 

１）ダムサイトの位置 
 アッパーセティダムサイトは、Gandaki 平野を流れる Trishuli 川の主要支流であ

るセティ川の中流部、Tanahu 地域に位置している（東経 84°15′30″/北緯 27°
57′14″）。ダムサイトへのアクセスは、Prithvi Highway から 4km の Damauli 
bazar の近傍に位置する。 
２）地質概要 
 ネパールの地形・地質は、西北西から東南東に伸びる帯状の地質分布をなし、山

地標高は北から南に向い徐々に低くなる。ダムサイトは、ネパール中央部を西北西

から東南東に伸びる Lesser Himalaya と称される地質分布範囲にあり、中央変成堆

積岩ユニット（Midland Metasedimentary Units）に属する Dhading Dolomite（苦

灰岩）、Benighat Slate（粘板岩）及び Nourpur 層群に属する粘板岩、千枚岩、ク

ォーツァイト等の岩石からなる。 
３）既往地質調査 

2001 年度及び 2004 年度のフィジビリティ調査及びアップグレードフィジビリテ

ィ調査（Supplementary Studies）において、NEA が現地ボーリング調査、弾性波

探査、材料試験、地質マッピング（貯水池内）等を実施している。既往地質調査内

容は以下のとおり。 
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表３．７ 既往ボーリング調査内容 

年度 孔名 長さ（ｍ） 方向 位置 孔内透水

試験 
DDH-1 50.00 鉛直 ダム軸，右岸 11 回 

DDH-2 

7.00 
8.50 
8.80 

12.00 
11.00 
50.00 

70° 
65° 
60° 
鉛直 
45° 

ダムサイト,左岸 － 

DDH-3 50.00 75° ダムサイト,左岸 13 回 
DT-2 25.00 60° 仮排水路-放水口 － 
DPH-1 50.00 鉛直 取水口 － 
DPH-2 24.50 75° 代替発電所 － 

2001 

DPH-3 66.00 鉛直 サージタンク － 
Hole№3 100.55 45° ダム軸，左岸 15 回 2004 Hole№4 120.50 80° ダム軸，左岸 22 回 

 
表３．８ 既往弾性波探査内容 

年度 測線名 位置 測線長（ｍ） 
SLD-1 115 
SLD-2 260 

SLDT-1 115 
SLDT-2 115 
SLDT-3 115 
SLDT-4 115 
SLD-7 55 
SLD-8 55 
SLD-11 55 
SLD-12 55 
SLD-13 55 
SLD-14 115 
SLD-15 260 
SLD-16 115 
SLD-17 115 
SLD-18 115 

ダムサイト 

SLD-19 55 
SLP-1 475 
SLP-2 55 
SLP-3 115 
SLP-4 115 
SLP-5 115 
SLP-6 115 
SLP-7 115 
SLP-8 230 

2001 

発電所（取水口） 

SLP-9 115 
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表３．９ 材料試験内容 
候補地名 位置 ピット数 サンプル数 備考 

砂礫材 
GMA Bareni Bagar 4 5 Madi River 
GMB Damauli Bagar 2 2 Madi River 
GSA Dule Patan 4 5 Seti River 
GSB Hukse Tar 3 3 Seti River 
GSC Bis Ghare 2 3 Seti River 
GSD Beltar 2 2 Seti River 
GSE Belbase 1 2 Seti River 

粘性材 
CA Bagh Bhanjayang 2 4 － 
CB Mahila Danda 42 4 － 
CC Besi Gyanja  2 － 

原石山 
QA Parewatal － 4 － 
QB Hukusetar － 4 － 

 
（２）現地調査 

本調査ミッションにて実施した現地踏査結果（10 月 2 日）に基づき､130ｍ級の

重力式コンクリートダムを想定した場合のダムサイト基礎岩盤における地質及び地

質工学的な知見と本格調査段階の地質調査で着目すべき点について以下に記述する。 
１）ダムサイト 

①概論 
 アッパーセティダムサイトは，左右岸ともほぼ露岩が全面に露出する急峻な狭窄

部に計画されており、ダム堤体積が最小となる経済性を重視した位置に計画されて

いる。その半面、ダムサイト周辺における作業スペースが狭いため、施工上の課題

として以下のような点が想定される。これらは建設コストの増大につながる可能性

があるため、本格調査において十分な検討が必要である。 
・ ダンプによる敷き均しとローラー転圧により効率的なコンクリート打設を目

的とする RCC 工法の妥当性 
・ アクセス道路や各仮設施設の付設問題、資材仮置きスペースの欠如 
・ 掘削による長大法面の形成 

②基礎岩盤の地耐力 
(i) 河床～中標高部 

ダムサイトの基礎岩盤は、石灰質の苦灰岩（dolomite）よりなる。両岸とも河

床から中標高までは、全般に硬質な岩盤からなる急崖をなすため，表層の緩んだ

岩盤を掘削除去すればダム着岩基礎が得られるものと考えられるが、下記のよう

な地耐力に関する留意点を残すため、本格調査において確認が必要となる。なお、
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急崖部におけるボーリング調査等の現地調査は不可能と判断されるため、代替調

査として岩盤露出部を対象とした綿密な地表地質踏査を行う必要がある。 
●亀裂質岩盤の存在 

河床から中標高までの岩盤は，岩盤分類で称すると CM 級から CH 級岩盤が主

体であり、130ｍ級の基礎岩盤として適切であると判断されるが,この中に亀裂

が密集したクラッキーゾーンと称される CL 級岩盤が混在する。このクラッキ

ーゾーンのダム基礎への混入率が多い場合は地耐力の中でも特にせん断耐力

が不足する可能性があるため、クラッキーゾーンの分布や方向性を地表地質踏

査によりできる限り正確に把握しておく。 
●低角度不連続面の存在 

河床付近の岩盤露頭に連続性の良い低角度亀裂が認められる。重力式コンクリ

ートダムの場合、低角度の亀裂はダム・水圧荷重に対して工学的な弱面となる

ため、低角度亀裂の位置と連続性を地表地質踏査によりできる限り正確に把握

しておく。 
(ii) 中標高～高標高部 
 中標高～高標高部の岩盤は、河床部から一瞥した感じでは風化や緩みを伴う岩

盤であるため、掘削深さを把握するためにボーリングにより河床付近に見られる

ような CM 級岩盤相当（電研式岩盤等級区分）の分布深度を把握する必要がある。 
③ 基礎岩盤の止水性 
 苦灰岩（dolomite）は、石灰岩のように酸性地下水により溶蝕されて開口割れ目

や空洞を形成する懸念のある岩盤である。一方で、本ダムサイトのように河川の急

激な下方侵食により両岸が急崖をなすような地形では、応力開放を受けて河床及び

両岸の岩盤がゆるみ，全般に高透水性を示すことが一般的である。また、右岸は浸

透路張の短いやせ尾根状の山体を呈する。このような点を総合勘案すると、本ダム

サイトにおける止水改良対策は最重要課題となることが予想される。 
以上のような観点から、本格調査における水理地質的な着目点を以下に整理する。 
●ダム堤体部 

河床部から天端部までのダム基礎廻りについては、止水ライン（ダム軸）に沿

って二次元的にほぼダム高さまでの深度における岩盤透水性を把握する必要

がある。この時，非常に深い箇所までが２０ルジオンを越すような高透水性を

示すようであれば、ダムサイトの位置変更を含めた深刻な問題となる。透水性

の把握は、ボーリング孔を利用した孔内透水試験（ルジオンテスト）によるも

のとする。 
●リム部 

両岸のダム袖部（リム部）については、岩盤透水性と地下水位の把握が必要と

なる。岩盤透水性が高くて地下水が低い場合は、止水改良範囲が大きくなり高
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額な止水対策が必要になる可能性がある。 
●空洞 

左右岸とも小規模ではあるが，鍾乳洞に相当する空洞が河床近くの岩盤露頭部

に認められる。また、中～高標高部においても同様の空洞の存在が予想される。

グラウチングによる止水対策時には、地表部で確認されるすべての空洞部を閉

塞しておく必要があるが，F/S 時においてはできる限り空洞間の連続性を把握

しておくことが望ましい。なお、NEA によると、既往ボーリングでコア採取

ができていない箇所については、ロッドの落下等の現象はなかったとの報告を

受けており、これまでのボーリング調査では空洞は確認されていないものと推

定される。 
④ その他留意事項 

●高角度亀裂 
ダムサイトに分布する苦灰岩は，硬質ではあるが全般に亀裂質である。低角度

の亀裂については先述したような問題があるが、その他にも①河道方向（上下

流方向）の連続性の良い高角度亀裂が河床から中標高部に認められること、②

右岸のダム軸よりやや上流部には上流に 50°程度で傾斜する亀裂が存在する

ことが掘削時の岩盤崩落や岩盤すべりを誘発する可能性があり、詳細設計時に

留意する事項として認識しておく必要がある。 
●堤体材料 

基礎岩盤の苦灰岩は、コンクリート骨材として適用が可能であるが、周辺に認

められる千枚岩等の異方性が顕著な岩盤は不適であると考えられる。また、苦

灰岩においても斜面が急峻であり運搬道路の確保や掘削後の長大法面の形成等

の環境面でのマイナス面が生じる。以上の点を考慮すると、ダム掘削ズリの一

部を仮置きし、堤体材料に流用できれば最適であるが、①本ズリのみで堤体必

要量を満足しない可能性が大きいこと、②良好な掘削ズリは施工順序からする

と最終の河床部付近で発生し打設までの工程に余裕がないことから、別途材料

候補地を選定する必要があると考える。堤体材料の候補として考えられるのは、

上流又は下流域に広く分布する段丘堆積物である。ダムサイトまでの距離が近

い下流域で、礫率の高い段丘堆積物が広くかつ厚く分布する区域が確認できれ

ば有望な堤体材料候補地となるものと判断するため、本格調査にて候補地の選

定を行い、基本的な材料試験を実施し基本物性を把握しておく。なお、一般的

に問題となるに河床堆積物に混入する木片等の有機物の排除については、ネパ

ール国では人海戦術が可能であるとの聞き取り確認を行った。 
２）貯水池周辺サイト 
 貯水池の上流域においては、右岸を主体として低位段丘堆積物が広く分布してい

る。広い段丘平坦面は耕作地として利用され、また家屋が点在していることが多い。 
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 段丘面の河川沿いには河川侵食による急崖、所謂段丘崖が形成されていることが

一般的である。段丘堆積物は、シルトや粘土等の細粒分を含む砂礫で構成されてお

り、水平な堆積面が明瞭に確認できる。細粒分を適度に含むため、現在の段丘崖の

ように急崖でも自立しているものと想定されるが、段丘面に涵養された降雨が段丘

崖から湧水することにより形成されるパイピングホールが平坦面の下位数ｍに列状

に認められることを考慮すると、高透水性を呈する軟弱な層も介在している可能性

がある。 
 以上の知見から、これらの段丘崖の表層は貯水面の運用変動により浸水崩壊する

可能性があるため、河川沿いに立地し崩壊に対してクリアランスがない区域につい

ては、浸水崩壊対策を実施する。当面は、段丘堆積物の分布と家屋の位置から対策

範囲を選定することが必要である。対策範囲が限定されるようであれば、貯水の洗

掘や浸水崩壊から保護するための対策案を講ずる。一案として、粘土等の遮水材と

ふとん籠等のカウンターウエイトを組み合わせた対策工法が考えられる。 
 
（３）今後の調査計画案 
 ３．３．２（２）にて記述した地質工学的な課題についてさらに検討するため、

本格調査または NEA による自己調査にて、以下の内容に留意した調査計画を検討

することが望ましい。 
１）ダムサイト 
① 調査計画の基本方針 

ダムサイトの地質調査計画は、以下の 3 点を主目的とする。 
●河床岩盤の健全性確認 

130ｍ級の重力式コンクリートダムを想定する場合、ダム高が最大となる河床

部の岩盤健全性が重要となる（①地表踏査、②ボーリング調査、③場合によっ

ては原位置せん断試験と平板載荷試験）。 
●両岸地山の掘削深さ把握 

中標高以上に分布する風化・ゆるみ岩盤における掘削深さを把握する。掘削が

深くなる場合は、上部長大法面等の問題が生じる（①地表踏査、②ボーリング

調査）。 
●止水改良範囲及び止水改良可能性の判断 

ダム堤体廻りとリム部における岩盤透水性と地下水位を把握し、止水対策方針

について基礎的な知見を整理する（①ルジオンテスト、②地下水位観測、場合

によってはボアホールカメラ）。 
② 調査計画内容 

(i) 地表地質踏査 
 ダムサイトの露岩状況が良好なため、断層、クラッキーゾーン、空洞、低角度
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不連続面、湧水等の地質情報を踏査により確認し、その成果を縮尺 1：1,000 の

平面図にルートマップとして整理する。 
(ii) ボーリング調査および孔内透水試験 

●ボーリング調査 
ボーリング調査は止水ラインとなるダム軸において実施し、以下の 3 種類のダ

ム軸断面図を作成するために有効な配置とする。採取したコアは一軸圧縮試験

などの室内試験を行う。 
・ダム軸地質断面図（地質種別断面図） 
・ダム軸地質工学断面図（岩級別断面図） 
・ダム軸岩盤透水性断面図（ルジオンゾーンおよび地下水位断面図） 

なお、現場条件によりボーリング仮設が不可能な場合は、10ｍ以内であればダ

ム軸から上下流に移動させた位置で実施してもやむを得ない。この場合、斜め

ボーリングはダム軸に平行な方向で削孔することを原則とする。 
●孔内透水試験（ルジオンテスト） 

孔内透水試験は、原則として 5ｍ間隔で実施しその成果を P-Q 曲線に整理する。

昇圧及び降圧とも 1 kgf/cm2 段階を原則とし、P-Q 曲線で限界圧力を確認すれ

ばポンプ容量限界まで注入した後に降圧させる。限界圧力がないものについて

は 10 kgf/cm2 まで昇圧させることを原則とする。なお、孔内透水試験に使用す

るポンプは 150 ℓ/ｍ/min 以上の容量のものを使用する。 
●孔内水位 

両岸の高標高部に削孔する B-１および B-９については、ボーリング削孔中に

おいて、作業開始前に孔内水位を計測すること。 
③ 調査計画数量 

(i) ボーリングおよび孔内透水試験 
ボーリング調査数量を表３．１０および図３．２に整理する。孔内透水試験は、

パッカーが設置できる岩盤に到達次第実施するものとする（数量表では仮に深度

10ｍから開始する場合の回数を記載する）1。 

                                             
1
ここに示すボーリング位置については、技術的な実施可能性を検討の上、原則 NEA にて実施することで合

意されている。 
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表３．１０ ダムサイトボーリング調査数量 
孔名 孔長（ｍ） 方向 位置 目的＊ ル ジ オ ン

テスト  優先順位

Ｂ－１ １５０ 鉛直 左岸高標高部 ①,②,③ ２８回 １ 
Ｂ－２ １００ 斜め４５° 左岸中標高部 ①,② １８回 １ 
Ｂ－３ １００ 斜め４５° 左岸低標高部 ①,② １８回 ２ 
Ｂ－４ 

（実施済） 
 ほぼ鉛直 左岸低標高部 ①,② ― ― 

Ｂ－５ 

（実施済） 
 ほぼ鉛直 右岸低標高部 ①,② ― ― 

Ｂ－６ １００ 斜め４５° 右岸低標高部 ①,② １８回 ２ 
Ｂ－７ ３０ 斜め４５° 右岸低標高部 ④ ― １ 
Ｂ－８ １００ 斜め４５° 右岸中標高部 ①,② １８回 １ 
Ｂ－９ １５０ 斜め４５° 右岸高標高部 ①,②,③ ２８回 １ 
合計 

（新規） 
７孔  

７３０ｍ 
― ― ― １２８

回 
 

＊ ①健全な岩盤深さの確認、②岩盤透水性の確認、③地下水位の確認、④河床砂礫層の深さの確認  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．２ 調査計画断面図（ダム軸） 
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(ii) 地下水計測 
  ボーリング削孔後、乾期の間に月 1 回の地下水位観測を行う。 

(iii) 空洞調査 
 現地地表踏査により、空洞の奥行きを確認する調査を実施する。また可能であ

れば、送風機により煙を空洞内に送り込み、周辺地山表面や他の空洞から煙が漏

出するか否かを観察する。中腹で行う斜めボーリングでのルジオンテストに色水

を使用するのも一案である。 
(iv) その他追加調査の可能性 

 ●地耐力の不足 
調査の結果、クラッキーゾーンが多くて基礎岩盤のせん断抵抗力が不足するよ

うな見解が生じた場合は、CM 級（健全部）と CL 級（クラッキーゾーン）を

対象とした原位置せん断試験と平板載荷試験を行うことも考えられる。 
●空洞 

ボーリングにおける空洞判定の一つにボアホールカメラによる孔内映像を捉

える方法が考えられる。 
２）材料調査 
 ダムサイトの下流域において、段丘堆積物の性状（主として粒度）を調査するた

めに、地表地質踏査を実施して採取候補地を選定する。選定された候補地から、試

料（5 試料程度）を採取し、以下のような室内試験を実施する。試料採取はピット

によるか、段丘崖を利用する。なお材料調査については、本格調査にてその必要性

を確認した上で実施を決めることで S/W で合意している。 
・物理試験（比重・吸水・含水比） 
・粒度試験 
・力学試験（点載荷試験） 

３）その他 
① ダムサイトの追加ボーリング 
 先に述べた地質踏査やボーリング調査により、設計上重要な問題が検知された場

合は、必要に応じて追加ボーリングを実施する（4 孔程度）。 
② その他構造物 
 ダムサイトよりは優先順位が落ちるものの、本格調査の段階で調査すべき箇所と

して①地下空洞（2 孔、280ｍ程度）、②取水口（1 孔、40ｍ程度）、③放水口（1 孔、

40ｍ程度）、④仮排水路（1 孔、40ｍ程度）考えられるが、NEA が実施した既往ボ

ーリング調査位置との整合を図りつつ調査箇所を選定することが望ましい。 
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３．４ ローカルコンサルタントの調査 
３．４．１ 調査範囲 
 本格調査実施時にローカルコンサルタントの活用が期待される分野を想定し、当該調査

にかかるローカルコンサルタントの実施能力を調査するともに JICA による再委託を前提

として必要な調査予算・内容について検討を行う。 
 
３．４．２ ローカルコンサルタント活用分野の検討 
（１）調査分野 
 今回の NEA 側との S/W 協議の過程で、NEA 側より早期の事業完成を目指すため、調

査スケジュールについてもできる限り効率的に実施してほしい旨の要望があり、本調査団

としても本格調査実施までにできる限り NEA 側で基礎調査を実施しておくことを前提と

して本格調査のスケジュールを組んだ。この基礎調査は本格調査開始後、コンサルタント

が効率的に F/S 設計業務を遂行できるようネパール側（NEA またはローカルコンサルタ

ント）で実施する調査であり、今回協議では以下に示す 5 つの調査分野にて協議した。 
 

表３．１１ 基礎調査における調査分野 
 具体的な実施内容（案） 調査結果の活用が想定される業務 

（ダムサイト） 

・ボーリングによるコア採取およ

び室内試験 

・孔内透水試験 

・孔内水位測定等 

 

・ダムの安全性の検討 

・基礎処理の F/S 設計検討 

 

 

（発電所/水路系設備等2） 

・ボーリングによるコア採取およ

び室内試験 

・孔内透水試験 

・孔内水位測定等 

 

・位置取り 

・発電所/水路系設備の F/S 設計検討 

 

 

地質調査 

注） 

材料調査、原位置試験（平板載荷試験・せん断試験など）および各種探査

（ボアホール観察、弾性波探査・電気探査など）は本格調査の中でその必

要性を検討して実施を決める予定。 

 
 
 

                                                  
2 ここでは、発電所、取水口、放水口、仮排水路等を指す。 
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表３．１２ 基礎調査における調査分野 
 具体的な実施内容（案） 調査結果の活用が想定される業務 

（地上測量） 
・主要設備周辺地形測量（継続）

・貯水池周辺地形測量（継続） 
・送電線ルート等 

 
・主要設備のレイアウト検討 
・主要設備の F/S 設計検討 
・水没エリアの影響検討 
・地滑り可能性チェックおよび対策検

討 
・送電ルートの検討 
・送電設備の F/S 設計検討等 

地形調査 

（衛星画像・航空写真による分

析） 
・セティ川流域の土地利用、植生、

土地性状マップ等 
・貯水池周辺（主要構造物含む）

の土地性状 
・水没による影響範囲等 
・下流流域の土地性状 

 
・流域管理 
・堆砂状況、流出可能性検討 
・氷河/氷河湖の確認 
・主要構造物のレイアウト検討 
・地滑り可能性チェックおよび対策検

討 
・水没エリアの影響検討 
・下流流域への貯水池運用による影響

検討 
堆砂調査 ・浮遊砂調査（継続）等 ・堆砂量検討等 
水文調査 ・サイト周辺での測水（継続）等 ・洪水流量検討 

・主要設備 F/S 設計検討 
・貯水池運用シミュレーション等 

水質調査 ・サイト周辺での水質調査（継続）

等 
・貯水池における富栄養化の影響およ

び対策検討 
・下流域への水質変化による影響検討

等 
 
（２）調査の実施主体 
 上記に示す調査分野は基本的に NEA が実施するが（NEA は今年度の調査予算として

20 百万ルピーを確保済み）、以下の 2 つのパートについては、NEA 側の人的・物的リソー

スの問題から、JICA がローカルコンサルタントを再委託する形で実施する方向で NEA と

合意した。 
 

・ 地質調査のうち「発電所/水路系設備」にかかる調査 

・ 地形調査のうち衛星画像・航空写真による分析調査 
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３．４．３ ローカルコンサルタントの実施能力調査 
 前述のとおりローカルコンサルタントを活用する調査については、①地質調査のうち「発

電所/水路系設備」にかかる調査、②地形調査のうち衛星画像/航空写真による分析調査に

分けられる。ここではこの 2 つのパートに分けて、それぞれのローカルコンサルタントの

実施能力調査およびコスト概算を行う。 
 
（１）地質調査に関する調査 
１）想定される実施業務内容 
 ローカルコンサルタントが実施する地質調査について、今回調査では発電所、取水口、

放水口、仮排水路の 4 カ所程度を想定した。これらの調査を JICA の再委託にて実施する

段階では、正確なボーリング位置、数量、試験内容、追加調査箇所等は、本格調査のコン

サルタントが現地の地質・地形状況、概略レイアウト、実施可能性等を勘案した上で、詳

細内容が決められることが望ましい。 
 

表３．１３ 地質調査想定業務範囲（ローカルコンサルタント分） 
調査箇所 ボーリング数量 調査・試験内容 目的 

発電所 ２カ所（計 280m 程度） コア採取 
現場透水試験 
一軸圧縮試験 
地下水位測定等 

ロケーション選定、設

計検討等 

取水口 １カ所（70m 程度） コア採取 
現場透水試験 
一軸圧縮試験等 

ロケーション選定、設

計検討等 

放水口 １カ所（40m 程度） コア採取 
現場透水試験 
一軸圧縮試験等 

ロケーション選定、堆

砂状況チェック、設計

検討等 
仮排水路 １カ所（40m 程度） コア採取 

現場透水試験 
一軸圧縮試験等 

設計検討等 

 
なお上記調査内容には原位置試験、ボアホール観察、弾性波探査、電気探査、などの調

査まで含めていない。これら調査は本格調査にて必要性を検討した上で適宜実施すること

で S/W 合意している。 
２）ローカルコンサルタントからのヒアリング情報 
 今回調査では、ネパール国内の地質調査会社１社（Hydro Engineering & Development 
Co.(P)Ltd.：HEDCO）から、実施能力、実績、機材保有状況等についてヒアリングを行

った。ヒアリング内容は以下のとおりである。 
 
（実施能力） 
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・ HEDCO は、地質調査を実施するにあたっていくつかのコンサルタントと JV を組む

ことが多い。ボーリング、弾性波探査、電気探査、室内試験等の調査作業に関する業

務は HEDCO で実施し、解析・レポーティング等のコンサルティング業務は Water 
Resources Consult という会社と提携しながら全体業務を完結するケースが多い。 

・ ボーリングについては、ダブルコアチューブでのコア採取を基本としており、150ｍを

越す長尺ボーリングや斜めボーリングも行える。また、孔内透水試験にはメカニカル

パッカーを用いる。 
・ 原位置せん断試験を実施する場合、機材を保有している国内会社はないのでインドの

National Institute of Rock Mechanics と提携する。原位置試験のための横坑工事は通

常、発注者側で準備する。 
・ また、ボアホールカメラや室内試験のうち超音波試験は上記のインドの会社に委託す

る。 
・ ボーリングマシーンの平均掘進速度は、孔内透水試験を含めて 3-4m/day である。 
・ ネパールでは通常、雨期の間に山間部で段取り（mobilization）を行うことは困難であ

る。ボーリング掘削そのものは雨期でも可能であるが、段取りは乾期の間に実施して

おかなければならない。予定では来年の 5 月より地質調査を実施するようであるが、

乾期が終わる 5 月のうちに段取りを済ませる必要がある。なるべく早い時期にアナウ

ンスしていただければ準備をしやすい。 
・ アッパーセティ地点の地形状況は知っているが、ここで４カ所地質調査を実施するの

であれば、それぞれの箇所にステージを構築し４台のマシーンをヘリコプターで運搬

し同時に掘削する。終了後は次の乾季までボーリングマシーンを現地に置く。 
（実績） 
・ 過去 10 年間の実績は、別添３のとおりである。 
・ 特筆したいのは、JICA 開発調査「クリカニ第３水力発電計画調査」にてコンサルタン

トの日本工営の下請けとして地質調査を実施した経験である。同調査では、ボーリン

グ、透水試験、貫入試験、地下水位測定、弾性波探査、電気探査、原位置試験等を実

施している。 
・ そのほかにも多くの水力事業調査で参加した経験を有している。 
（機材保有状況） 
・ 機材の保有状況は別添４のとおりである。 
３）ローカルコンサルタント実施能力にかかる考察 
 ヒアリングしたローカルコンサルタントに関しては、実施能力、実績とも今回調査を実

施する上で、特段の問題はないと考えられる。特に至近 5 カ年の間に、JICA 案件におけ

る実績（2 件）もあることから JICA の要求レベルに十分応えているものと推察される。

ただし、現地の地形状況および雨期の作業困難性を考慮すると、段取りにかける時間を十

分確保しておきたい。 
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 また弾性波探査・電気探査の実績も有しており必要に応じて実施は可能と考える。原位

置試験については、ネパール国内コンサルタント単独での実施は困難と想定され、この場

合インドの地質会社との JV を許容すれば可能となるが、同試験については実施前に段取

り、横坑掘削などかなり大規模な工事を要するため、NEA の実施能力の問題から開発調査

期間内での実施は難しいと思われる。 
４）ローカルコンサルタントによる調査のコスト概算 
① ボーリングコスト概算 
ボーリング調査に係わるコストを概算する。NEA からの聞き取り調査によると、ネパー

ル国内におけるボーリング機材の搬入、段取り（mobilization）、削孔、孔内透水試験、撤

去を含めたｍ当たりのコストは、NEA が自ら実施する場合として 15,000NR/m（23,000
円/ｍ程度）で予算を見積もっているとのことであった。 

セティダムサイト周辺の地形条件や雨期の作業効率低下および民間委託などを配慮し、

ボーリング調査（孔内透水試験、室内試験含む）の単価として 30,000 円/ｍと見積もる。

先述したダムサイト以外の各構造物（発電所/水路系設備）に対するボーリング調査の全長

を 430ｍとすると以下のような概算費が算出される。 
30,000 円/ｍ×430ｍ≒12,900,000 円 

 また同サイトへの機材搬入はヘリコプター輸送が最も現実的である。ヘリコプター輸送

費は 3,000US$/h であるので、サイト１カ所につき運搬に 1 時間かかると考え、5 カ所で

合計 10 時間分（段取りおよび撤去）の運搬費が必要と考えた。 
3,000US$/h×10h＝30,000US$≒3,150,000 円 

これらを合計すると、およそ 16 百万円となる。ただ現時点でボーリング調査位置、実

施時期まで具体化されていないため、ある程度の変動幅を勘案する必要があるといえる。 
② その他調査の概算 
 ３．４．３（１）１）で述べた想定業務内容の他に、ボアホール観察、弾性波探査、電

気探査などの補助的調査も考えられる。現時点では、現地地形状況、概略レイアウトが決

まっていないため数量を想定することは困難なため、NEA の地質調査担当者からヒアリン

グした調査単価のみ以下に示す。同単価は NEA が実施した場合の積算単価であるため、

もしネパール民間会社で実施するのであれば、ある程度上乗せした単価が必要と考える。 
 

表３．１４ その他調査の概算コスト 
 NEA 実施の場合の積算単価 民間で実施する場合（1.2 倍と想

定） 
弾性波探査 250,000NR/km 300,000NR/km
電気探査 200,000NR/km 240,000NR/km
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（２）衛星画像・航空写真分析に関する調査 
１）想定される業務内容 

衛星画像分析は、セティ川の流域管理について社会・環境影響を評価するために S/W に

て合意された内容である。この分析を通じて、流域の土地利用状況、植生状況、土地性状

を把握し、これらの環境が本事業に及ぼす影響および本事業がこれら環境に及ぼす影響を

検討するものであるが、あわせて貯水池周辺地域の住民および民有地に関する情報もあわ

せて収集することを勧める。これは、貯水池周辺情報を収集する目的である航空写真につ

いてその写真撮影日が古いためで（96 年撮影）、水没による影響度合いについては最新情

報を収集した方が望ましいという理由による。航空写真分析は主に地形情報、土地性状、

構造物レイアウト検討、地滑り対策検討、貯水池運用の影響検討等に利用する。 
 衛星画像・航空写真分析範囲について、セティ川流域全体）および貯水池周辺エリア（主

要構造物のロケーション、一部下流域含む）を想定した。別添５にセティ川流域全体、貯

水池周辺および下流域（Damauli まで）の調査範囲案を図示する。 
 次ページの表に、衛星画像・航空写真分析にかかる調査エリア、数量、ローカルコンサ

ルタントおよび本格調査コンサルタントの業務分担について提案する。 
ローカルコンサルタントを JICA の再委託で活用する趣旨は、JICA の監督のもとに計

画・分析がなされることを期待しているものである。本格調査コンサルタントが調査数量、

分析内容、追加調査エリア等にアドバイスを提供するとともに、調査実施段階でも適宜品

質管理が実施されるものと期待する。 
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表３．１５ 想定業務内容 
調査分野 調査エリア ローカルコンサルタン

トの業務 
本格調査コンサルタ

ントの業務 
（概略調査） 
セティ川上流流域 
（流域面積 1,502km2） 
 
 

 
・土地利用マップ作成

・植生マップ作成 
・土地性状検討 

 

・流域全体の土地利

用・植生 

・堆砂状況、地滑り可

能性チェック 
・氷河/氷河湖の確認

衛星画像 

（詳細調査） 
貯水池周辺およびセテ

ィ川下流流域 
（長さ 30km×幅 4km 

=120km2）*1 

 
・土地利用マップ作成

・植生マップ作成 
・水没による影響範囲

の検討 

 
・土地利用、植生分布

の把握 
・水没による影響住民

数および影響田畑

等民有地への影響

面積の確認*3 
航空写真 アッパーセティ貯水池

周辺（主要設備ロケーシ

ョン含む）および下流流

域 
（長さ 30km×幅 4km 

=120km2）*1 

・1/10,000 マップ作成

*2 
・貯水池周辺地滑り可

能性ポイント検討 
 
 

・地形・土地性状の検

討 
・主要構造物のレイア

ウト検討 
・地滑りポイントの対

策検討 
・貯水池運用による下

流流域への影響検

討 
*1：貯水池直線距離（18km）、放水口位置（最大 2km）および下流流域（Damauli までの 5km）の合計 25km に余

裕しろを考慮して 30km とした。 
*2：マップ作成にあたっては NEA より既存地形測量データを入手予定し合成することを前提としている。 
*3：水没影響範囲の検討は、地上測量をベースとして衛星画像でチェックを行うものである。 
 
２）ローカルコンサルタントからのヒアリング情報 
 今回調査では、ネパール国内の地形調査会社 2 社（Auto Carto Consult、Genesis 
Consultancy (P).Ltd.3）から、実施能力、実績等について両社同時にヒアリングを行った。

ヒアリング内容は以下のとおりである。 
 
（実施能力） 
・ Auto Carto 社は地形測量・デジタルマップ作成をメインに行っている会社で、Genesis

社は GIS（Geographical Information System）およびデジタル画像に特化した分析を

行う会社である。 
・ Genesis 社は、Civil Engineer を自前で保有しており土木的な解釈も可能である。例

えば地滑り地域のチェックや水力設備のレイアウトなども行うことも可能である。 

                                                  
3 Genesis Consultancy (P).Ltd.は、99 年に WELINK Consultants & Auto Carto Consults の JV により設立されており（Genesis 
HP より）、Auto Carto と Genesis は同じ建物内に事務所を構えている。 
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・ Genesis 社は、Space Imaging 社が保有する IKONOS（99 年から運転開始）という衛

生画像の取得ライセンスを保有している。IKONOS はアーカイブで 14US$/km2（１

ｍｺﾝﾀｰ）。プロセスコストは 25US$/km2。 
・ 航空写真は 96 年に撮影したもの。プロセスコストは航空写真でも同様と考えてもらっ

てよい（25US$/km2）。写真そのものは Survey Department より誰でも購入可能。ポ

ジであれば 600 ルピー/sheet、写真は 150 ルピー/sheet である。1sheet は 20cm 四方

程度で 1/50,000 で入手可能。1/10,000 にする場合はこれを拡大する。 
・ 貯水池周辺図であれば、航空写真の上に、NEA からデジタルデータ（等高線）をもら

えれば合成することができる。 
・ Auto Carto社は temporary を含め 61名のスタッフを擁し、Computer Programmer、

Civil Engineer、GIS Engineer、Socio-economist、Electrical Engineer、Surveyor、
CAD Operator など豊富な人材を揃えている。 

・ Genesis 社は 17 人のスタッフを抱えている。スタッフの専門性は、GIS Engineer、
Civil Engineer、CAD Operator の３分野である。 

（実績） 
・ Genesis社の会社概要によれば、1999年の設立以降43件の案件を実施し、Ortho-Photo、

Image Processing、Landuse Studies など今回調査に必要な専門性についての実績を

積んでいる。またこの 43 件の中には、JICA、GTZ、DFID などの国際ドナーによる

事業も含まれている。 
・ Auto Carto 社の会社概要によれば、1989 年以降 90 件（含む 1 件 on-going）に上る案

件実績がある。Topography、Aerial Photo、Land Acquisition Survey など今回調査

に必要な専門性についても実績を積んでいる。水力発電・送電計画などの NEA からの

請負調査が多く、JICA による灌漑事業、災害防止事業などの調査経験もある。 
 
（参考：Web サイト） 
Genesis 社 HP：http://www.genesis.com.np/ 
Auto Carto 社 HP：http://www.autocarto.com.np/ 
Space Imaging South East 社 HP：http://www.sisea.co.th/about.html 
 
３）ローカルコンサルタント実施能力にかかる考察 

今回ローカルコンサルタントを訪問できたのは、衛星画像分析の分野で 1 社、航空写真

分析の分野で 1 社であった。これら 2 社は至近 10 カ年の間に、JICA 案件における実績も

あることから JICA の要求レベルに十分応えているものと推察される。少なくともこれら

の 2 社は、アッパーセティに関する調査を実施する上で、十分な専門性とマンパワーを有

しているものと考える。 
Genesis 社は水力案件そのものの調査経験はないが、同社が衛星画像分析の分野（つま
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り土地利用、植生、土地性状調査）で参加するのであれば事実上問題ない。Genesis 社作

業事務所を視察した限りでは、十分訓練されたオペレータが効率よく作業を実施していた。

なお衛星画像に関して、新規に入手する場合は、ある程度の時間を要する（90 日以内）た

め、本格調査の進捗を事前に予想して、十分な余裕をもって再委託する必要がある。 
航空写真については、入手できる写真の撮影日が新しくないため（96 年撮影）、水没に

よる移転住民・田畑等への影響度合いを正確に把握できない可能性がある。そこでこの影

響度把握は、基本的には地上測量をベースとし衛星画像でチェックを行うことを推奨する。 
衛星画像・航空写真分析は、基本的に同時進行的に進められるものと想定される。これ

らの分析過程において互いに不足情報があった場合（または情報共有のため）、必要な情報

を迅速に交換できるようにするため JV を認める形で 1 つのパッケージとすることが望ま

しい。 
４）衛星画像・航空写真分析調査にかかるコスト概算 
 衛星画像分析調査および航空写真分析調査について、それぞれの調査数量、想定業務お

よびコスト概算を以下に述べる。これらは今回調査で把握した現地情報をベースとして

JICA の内部検討のための参考資料として提案するものである。詳細な調査内容、数量等

については、本格調査コンサルタントが NEA および政府関係機関との協議の上で決めら

れるものと考える。 
①衛星画像分析調査 
 本調査は、ダムサイト上流の流域全体の流域管理および地形概況を把握するための概略

調査と、貯水池周辺および下流流域の影響想定範囲の土地利用状況、植生分布、水没によ

る影響度を把握するための詳細調査に分けて提案する。 
 
 

 



 

 2-37

表３．１６ 衛星画像分析調査のコスト概算 
調査エリア 成果品 コスト概算 

（概略調査） 
ダムサイトより上流域

全体のセティ川流域 
（流域面積 1,502km2） 
 
 

 
(1)土地利用および植生マップ

作成 
(2)流域全体の衛星画像（カラ

ー）入手および堆砂状況、

地滑り可能性地域、氷河/氷
河湖の有無の確認 

 

 
IRS IC LISS 相当（インド衛星）

 
1 scene:  
1,200US$ (140km×140km)4 
 
3 processing:  
1,000US$ x 3=3,000US$ 
(Land use, Vegetation and 
Topography) 
 

Total 4,200 US$ 
（詳細調査） 
貯水池周辺およびセテ

ィ川下流流域 
（長さ 30km×幅 4km 

=120km2）5 

 
(1)土地利用マップ作成 
(2)植生マップ作成 
(3)水没による影響住民数およ

び影響田畑等民有地への影

響面積の確認 

 
IKONOS Geo Ortho Kit New 
Collection 相当 
 
(Unit Price) 
1 m (Black/White) + 4m 
Multispectral bundle: 
50 US$/km2  
2 processing: 
25 US$/km2 x 2= 50 US$/km2 
New Collection Task Fee: 
3,000 US$ 
 
(Total) 
(50US$+50US$) x 120km2 + 
3,000 US$ = 15,000 US$ 
 

Total 15,000 US$ 
 

                                                  
4 140km×140km が最小一単位。 
5 IKONOS の最小オーダーは 100km2。 
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②航空写真分析調査 
 航空写真分析は、主に地形情報、土地性状、構造物レイアウト検討、地滑り対策検討、

貯水池運用の影響検討等に利用する。アーカイブの写真撮影日は古いため（96 年撮影）、

水没による影響度合いについては衛星画像分析で行う。なお新規に写真撮影を行うにはそ

の量が少ないため（想定量 120km2）、実施不可能である。 
 

表３．１７ 航空写真分析調査のコスト概算 
調査エリア 成果品 コスト概算 

（概略調査） 
ダムサイトより上流域

全体のセティ川流域 
（流域面積 1,502km2） 
 
 

 
(1) 1/10,000 マップ作成 
(2) 貯水池周辺地滑り可能性

ポイント検討 
 

 
アーカイブ相当（96 年撮影） 
 
1 sheet: 20 US$  
 
Making Map:  
25US$/km2 x 120km2=3,000 
US$ 
 
Photo Interpretation: 
10US$/km2 x 120km2=1,200 
US$ 
 

Total 4,220 US$ 
 

③衛星画像・航空写真分析調査予算 
 上記①、②を合計すると 23,420 US$の見積もりとなる。本格調査時の協議・検討結果

により、数量、調査内容が変更される可能性もあるため、ある程度の変動幅を勘案する必

要があるといえる。 
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４ 協議録集 

４．１ JICA ネパール事務所との打合せ 

（１）日時：平成 16 年 10 月１日(金) 15:00-16:30 
（２）場所：JICA ネパール事務所 所長室 
（３）出席者： 

JICA ネパール事務所： 吉浦所長、徳田職員、 
Mr. Sourab Rana（Program Officer） 

JICA 調査団：  村上団長、今井団員、前原団員 
（４）内容 

冒頭、調査団から今回の調査の目的、対処方針、及びそれに伴う調査の重点事項の説明

を行った後、今後の調査日程及び方針事項等について協議を行った。主な質疑・確認事項

は以下のとおり。 
・ 今回、技術的な面での議論のポイントは、地質調査の実施方法と、全体行程（特に調

査期間）などである。（村上団長） 
・ 環境面においては、水質の保全に係る対策、発電所の設計及び運転計画に伴う環境影

響の把握、移転に対する補償計画などの点がポイントとなる。（今井団員） 
・ 移住者へのインタビューは可能か。NEA の EIA でも実施しており、われわれもチェ

ックしておきたい。（今井団員） 
－NEA に確認する。（事務所） 

・ 本調査後の予定は、どのようになっているか。（事務所） 
－各省や本部への報告の後、事前評価表の承認、環境社会配慮審査室の審査等を経て、

S/W の署名となる。その後、コンサルタントの選定を行い、本格調査団の派遣は、来年

2 月頃になる可能性が高い。（調査団） 
・ 他ドナーへの報告は、どのようにしたらよいか。（調査団） 
－約 2 ヶ月毎にドナー会議を行っているので、その中で報告することとしたい。（事務

所） 
 
４．２ NEA 総裁への表敬 

（１）日時：平成 16 年 10 月 4 日(月) 10:00-11:00 
（２）場所：NEA 会議室  
（３）出席者： 

NEA：Dr. Janak Lall Karmacharya (Managing Director) 
Mr. Bhoj Raj Regmi (Act. General Manager, Engineering Services) 
JICA 尾崎専門家 

JICA 調査団： 村上団長、足立団員、今井団員、前原団員、川野団員、徳楠団員 
JICA ネパール事務所：徳田職員、Rana 職員 
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（４）内容 
冒頭、村上団長より、調査団の目的および今後の予定等の説明を行った。その後の総裁

からの主なコメントは、以下のとおり。 
・ 今後、供給が需要に追いつかない状況になるので、アッパーセティプロジェクトは重

要なプロジェクトである。 
・ ２０１１年に必要と考えており、従って今後７年間での実現を図りたい。 
・ （当方より開発調査スケジュール案について提示したところ）開発調査のスケジュー

ルについては、なんとか短くする検討いただきたい。 
・ たとえば、地質調査以外であればドライシーズンに限定される必要はないかもしれな

いので前倒しできないか。 
・ 地質調査について、NEA はエンジニアリング部門にて独自に資機材を持っている。

（来年の乾季の終わりまで（２００５年５月ごろ）に実施予定の地質調査は）NEA に

て実施するので、技術的アドバイスをいただきたい。 
・ （当方より NEA の地質調査部隊は NEA と別会社か尋ねたところ）NEA 傘下のエン

ジニアリング部隊である。現在のところ別会社として切り離すことは考えていないが、

事業部制によりビジネスを遂行できるようになっている。ノルウェーが実施している

アッパータマコシ発電事業計画調査では、地質調査の委託を受けた実績もある。 
・ 地質調査は、急峻な地形であるためヘリコプターを使った資機材運搬も考えて予算に

組み込んでいる。時間を短縮するためであれば（ヘリコプターのような高額な支払い

についても）問題ではない。 
・ （来年の乾季までに実施予定の）地質調査の予算はすでに確保してある。７月１５日

から予算執行されるが、他の調査費も含め 20 百万 NRｐ.（約３，０００万円）を確保

している。 
・ JICA ガイドラインに規定されるステークホールダーミーティングについて、３回開催

することは問題ない。 
 

最後に JICA 尾崎専門家より、開発調査の短縮策について、いくつかの内容を平行に進

められる可能性があるので、別途実務レベルでつめていきたいとの提案があった。 
 
４．３ MOF 表敬 

（１）日時：平成 16 年 10 月 4 日(月) 11:30-12:30 
（２）場所：MOF (Ministry of Finance)  
（３）出席者： 

MOF： Mr. Hari Prasad Regmi (Under Secretary, Foreign Aid Coordination 
Division)：全インフラを担当 
Mr. Gyan Krishana Sirestha（Section Officer, Foreign Aid Coordination 
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Division)：電力担当 
JICA 小野専門家 

JICA 調査団： 村上団長、前原団員 
JICA ネパール事務所：徳田職員 

（４）内容 
 冒頭、村上団長より目的および今後の予定について説明した。その後の主な質疑応答の

内容は、以下のとおり。 
・ NEA がすでに F/S を行っていることもあり、全体行程が 19 ヶ月というのは、多少長

いと考えるがいかがか。（MOF） 
－乾期にしか地質調査を行うことができないという点が制約となっている。ただし、

NEA からも工期短縮の要望があり、実現可能か検討を行っているところである。（調

査団） 
・ 今年度の本プロジェクト関連の予算は 20 百万 NRｐ.（約 3,000 万円）確保されている

とのことだが、来年度（H17.7～）以降も十分な予算の手当てをお願いしたい。（調査

団） 
・ マオイストの活動により、ミドルマルシャンディの工事が止まってしまっているとい

う情報もある。治安面についても十分な配慮をお願いしたい。（小野専門家） 
－了解した。（調査団） 

 
４．４ MOWR 表敬 

（１）日時：平成 16 年 10 月 4 日(月) 16:00-16:30 
（２）場所：MOWR  
（３）出席者 

MOWR：Mr. M. N. Aryal (Secretary) 
Joint Secretary （1 名） 

NEA：  Mr. Bhoj Raj Regmi (Act. General Manager, Engineering Services) 
JICA 調査団： 村上団長、前原団員 

（４）内容 
 冒頭、村上団長より目的および今後の予定について説明した。その後の Secretary から

の主なコメントは、以下のとおり。 
・ 電力の需要が増えている中で、貯水池式のプロジェクトはとても重要であると考えて

いる。 
・ 全体行程も短くできれば、よりよいと考える。また、始まりも来年 2 月に前倒しがで

きればよりよいと考える。 
・ 治安についてであるが、マオイストとの対話も始まっており、調査の本格的な開始時

には、状況はよくなっているであろう。また、現在でもアッパータマコシの F/S は実
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施されており、そういった面でも、治安面が開発調査の実施に大きな影響を及ぼすと

は、今のところ考えていない。 
 
４．５ JICA ネパール事務所への報告 

（１）日時：平成 16 年 10 月 6 日(水) 16:00-17:30 
（２）場所：JICA ネパール事務所 所長室 
（３）出席者： 

JICA ネパール事務所：吉浦所長、徳田担当 
JICA 調査団：村上団長、足立団員、今井団員、前原団員、川野団員、徳楠団員 

（４）内容 
 冒頭、調査団から今回の調査結果について団長所感、M/M 等をもとに報告を行った。そ

の後の主な質疑応答の内容は、以下のとおり。 
・ JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づく、チェックリストが NEA より JICA 事務所

に提出されるので、対応をお願いしたい。これは、本来、要望調査時に提出されるも

のだが、本案件は、昨年度に要望されているので、この時期になったものである。（今

井団員） 
－了解した。（事務所） 

・ 結果的に、行程の大幅な短縮を行うことができたが、これは、雨季にも NEA がボーリ

ングを行うということで実現したものである。（足立団員） 
・ 今回の予備調査において、送電線の調査がクローズアップされた形になった。これは、

当初、４ｋｍ程度の送電線建設が必要であると言われていたものが、至近の NEA の調

査で 40ｋｍ以上に伸びたからである。（川野団員） 
・ 水質調査におけるポイントは、サイトにて採取した水を、いかに良い状態（0 度近い

温度に保つといった）でカトマンズにある試験室に運ぶかという点にあったが、これ

は、氷を詰めたアイスボックスの中に採取した水を入れることで対応しようと考えて

いる。（今井団員） 
・ 地質の懸念がある場合は、それに見合った設計に変更するという対応になるのか。道

路の案件でも地質は問題となっており、この地域の地質には難しい面があると理解し

ている。（吉浦所長） 
－はい。場合によっては、原位置試験を行って強度を確かめる必要が出てくるかもし

れない。(徳楠団員) 
・ NEA の発言などを見ていると、ネ国は、送電線に対する環境配慮を厳しく行っている

という印象がある。（足立団員） 
・ 今回、M/M の中に、『S/W がサインされるためには、政府の undertaking の部分につ

いて、ネ国政府の了解が必要である』という一文を入れたとのことであるが、S/W の

免税の条項などについては、最近、上位官庁の承認が厳しくなっているようだ。 
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（事務所） 
・ 最近、経済産業省からの委託費による調査の場合、調査終了後における調査資機材の

相手国側への譲渡が困難になっている。この点について、今回、NEA より資機材譲渡

の可能性について問い合わせがあったので、困難である旨、口頭で回答している。 
（調査団） 

 
４．６ 在ネパール日本大使館報告 

（１）日時：平成 16 年 10 月 7 日(木) 9:30-10:30 
（２）場所：在ネパール日本大使館 会議室 
（３）出席者： 

在ネパール日本大使館：冨田一等書記官 
JICA 調査団：村上団長、足立団員、今井団員、前原団員、川野団員、徳楠団員 

（４）内容 
 冒頭、調査団から今回の対処方針及び調査結果について団長所感、技術的及び環境社会

配慮関連の報告、M/M 等の内容をもとに報告を行った。その後の主な質疑応答の内容は、

以下のとおり。 
・ NEA の地質調査における専門性や実力はいかがか。（冨田書記官） 

－基本的には、予定している調査はできるとみているが、来年から始まる JICA の調

査でも追加で行う部分が出てくるとも考えている。（調査団） 
・ 送電線の部分も本 F/S に含まれるのか。マオイストの関係で実施の懸念はないのか。 

（冨田書記官） 
－送電線の部分も本調査に含まれる。マオイストについては、この段階では詳細な検

討は行っていないが、現場の調査はローカルコンサルタントが行い、日本人が入るこ

とは避けることとなると考えている。（調査団） 
・ JICA におけるサイトにおける、治安に関する判断はいかがか。（冨田書記官） 

－現在、業務目的であれば、現地に入ることは可能となっている。ただし、移動は昼

間に限るなど、必要な配慮は行うこととなる。（調査団） 
・ 本格調査のコンサルタントの方は、地方での宿泊もあるのか。（冨田書記官） 

－ポカラでの宿泊はあり得ると想定している。（調査団） 
・ NEA 側の本年度の予算（約 3,000 万円）は十分な額といえるか。（冨田書記官） 

－地質調査の内容を鑑みると十分であるといえる。（調査団） 
・ 来年度も同程度の予算を確保すればよいといえるか。（冨田書記官） 

－よいと考えている。（調査団） 
・ ネ国の法律による住民への補償の額はどの程度か。（冨田書記官） 

－たとえば、移転住民（４５戸）全体では、４，０００万 NRp. （約６，０００万円）

程度となる。（調査団） 
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・ カリガンダキ A 発電所では、発電機のタービンの磨耗が激しく、設計上 8～10 年もつ

といわれていたものが 2 年でだめになっている。原因は、川の砂の粒径が予想より大

きかったからと言われているようだ。この点は責任問題にもなっているので、本プロ

ジェクトでも配慮いただきたい。（冨田書記官） 
－了解した。（調査団） 

 
以 上 
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